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1.  22年12月期の連結業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 6,173 15.1 518 103.0 515 96.7 300 69.6
21年12月期 5,362 △7.8 255 294.9 262 485.3 177 423.4

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利

益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

22年12月期 7,367.49 7,327.74 23.8 11.8 8.4
21年12月期 4,541.17 4,390.58 16.7 7.4 4.8
（参考） 持分法投資損益 22年12月期  ―百万円 21年12月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 4,709 1,373 29.2 33,543.74
21年12月期 4,025 1,151 28.6 28,442.87
（参考） 自己資本   22年12月期  1,373百万円 21年12月期  1,151百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

22年12月期 133 △13 116 1,699
21年12月期 380 △864 706 1,461

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

21年12月期 ― 0.00 ― 2,130.00 2,130.00 86 48.7 8.1
22年12月期 ― 0.00 ― 2,700.00 2,700.00 110 36.8 8.8
23年12月期 

（予想）
― 0.00 ― 2,700.00 2,700.00 33.9

3.  23年12月期の連結業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

2,921 6.0 228 △5.9 221 △9.3 128 △9.3 3,146.67

通期 7,049 14.2 570 10.0 552 7.2 326 8.6 7,969.04
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変
更に記載されるもの） 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名 ） 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年12月期 40,960株 21年12月期 40,500株
② 期末自己株式数 22年12月期  0株 21年12月期  0株

（参考）個別業績の概要 

1.  22年12月期の個別業績（平成22年1月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期 5,661 12.2 506 111.7 508 103.8 295 77.8
21年12月期 5,047 △6.2 239 ― 249 ― 165 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

22年12月期 7,232.28 7,193.26
21年12月期 4,251.36 4,110.38

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期 4,378 1,228 28.1 29,995.25
21年12月期 3,811 1,012 26.6 24,990.30
（参考） 自己資本 22年12月期  1,228百万円 21年12月期  1,012百万円

2.  23年12月期の個別業績予想（平成23年1月1日～平成23年12月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の
変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は添付資料の３ページを参照してください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 1株当たり当期
純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
累計期間 2,560 0.8 210 △11.7 207 △14.2 115 △17.7 2,825.43

通期 6,244 10.3 530 4.3 524 3.1 299 1.5 7,312.86
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(1）経営成績に関する分析 

  当連結会計年度におけるわが国経済は、新興国経済の回復に支えられた企業収益の改善、政府による緊急経済対

策等を背景として個人消費に緩やかな持ち直しが見られた一方、依然として所得環境や雇用情勢は厳しく推移し、

急激な円高やデフレ状況下にある等、先行き不透明な状況が続いております。 

  当社グループの属する不動産業界におきましては、「住宅版エコポイント制度」をはじめとした政府による経済

対策により、住宅着工状況については持ち直しの傾向が続き、特に低価格帯の物件を中心とした住宅需要は堅調に

推移いたしました。 

 このような市場環境の中、当社グループは不動産仲介、新築戸建分譲、建設請負、損害保険代理の４事業分野の

連携を図りながら、住宅一次取得者層のニーズにマッチした、適正価格ながらも付加価値の高い分譲物件の販売を

継続いたしました。これにより物件の販売は年度を通して好調に推移し、売上高において前期を大きく上回った事

に加えて、厳選した用地仕入れや建築単価の低減策等の継続した実施により、利益額についても過去最高益を達成

いたしました。 

  以上の結果、当社グループの当連結会計年度の業績は、売上高6,173百万円（前年同期比15.1％増）、営業利益

518百万円（同103.0％増）、経常利益515百万円（同96.7％増）、当期純利益300百万円（同69.6％増）となりまし

た。 

 事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。 

①不動産仲介事業 

当社グループの中核事業と位置づけております不動産仲介事業においては、最新の情報を基に地域内の需給バラ

ンスを重視し、他事業とのシナジー効果の最大化を図る販売促進を推進いたしました。 

  この結果、当事業の売上高は387百万円（前年同期比5.5％減）、営業利益67百万円（同10.8％減）となりまし

た。 

②新築戸建分譲事業 

新築戸建分譲事業においては、顧客ニーズに沿った商品の販売による早期完売推進により、売上高、利益額共に

好調に推移いたしました。 

  この結果、当事業の売上高は5,511百万円（前年同期比19.1％増）、営業利益605百万円（同84.2％増）となりま

した。 

③建設請負事業 

建設請負事業においては、注文住宅及びリフォームの請負事業を展開しております。この事業における売上高は

255百万円（前年同期比17.7％減）、営業利益37百万円(同22.5％減)となりました。 

④損害保険代理事業 

損害保険代理事業においては、不動産関連サ－ビスから派生する火災保険及び地震保険等の代理店業務をおこな

っております。この事業における売上高は36百万円（前年同期比29.8％増）、営業利益10百万円（同22.5％増）と

なりました。 

〔次期の見通し〕 

次期の見通しにつきましては、中国をはじめとした新興国において引き続き経済成長が見込まれ、輸出産業を中

心に緩やかな回復へと向かう事が予想されますが、国内経済においては、雇用情勢の回復懸念、円高やデフレの継

続懸念等不安材料があり、依然として不透明な状況が予想されます。 

当不動産業界におきましても、個人消費は、デフレの影響や雇用情勢に対する不安要因を背景として、緩やかな

回復基調を示しながらも依然として低水準で推移するものとみられますが、低価格帯を中心とした住宅への購買意

欲は継続して堅調に推移するものと考えております。 

このような状況下で当社グル－プは、地域密着戦略の強みである情報収集力を活かし、現在の市況にマッチした

適正価格でありながらも付加価値の高い分譲住宅の供給戸数を増加させてまいります。めまぐるしく変化する市場

環境をいち早く察知し、小規模の分譲プロジェクトを確実に早期完売し、より一層の品質管理体制の強化とコスト

管理に注力して資金効率と収益性の向上を図ってまいります。 

以上のことから次期の連結会計年度においては、売上高7,049百万円(前年同期比14.2％増)、営業利益570百万円

(同10.0％増)、経常利益552百万円(同7.2％増)、当期純利益326百万円(同8.6％増) を見込んでおります。 

１．経営成績
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(2）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

（資産） 

 当連結会計年度末における資産は4,709百万円となり、前連結会計年度末と比較して684百万円増加しました。主

な内容は、たな卸資産の増加によるものであります。 

（負債） 

 当連結会計年度末における負債は3,335百万円となり、前連結会計年度末と比較して、462百万円増加しました。

主な内容は、たな卸資産の取得資金である借入金の増加によるものであります。 

(純資産) 

 当連結会計年度末における純資産は1,373百万円となり、前連結会計年度末と比較して222百万円増加しました。

これは、主として利益剰余金における当期純利益300百万円によるものであります。 

②キャッシュ・フロ－の状況 

 当連結会計年度の現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、営業活動による資金の増加133百万円、投資

活動による資金の減少13百万円、財務活動による資金の増加116百万円となり、資金は前連結会計年度末と比較し

て237百万円増加しました。この結果、当連結会計年度末資金残高は1,699百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フロ－の状況とそれらの増減要因は以下のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロ－) 

  当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、133百万円となりました。これは、たな卸資産の増加478

百万円、仕入債務の増加167百万円及び税金等調整前当期純利益515百万円等によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロ－) 

  当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、13百万円となりました。これは、有形固定資産の取得に

よる支出５百万円等によるものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロ－) 

  当連結会計年度における財務活動による資金の増加は、116百万円となりました。これは主に、短期借入金の純

増額264百万円、長期借入金の返済による支出1,014百万円、同借入による収入952百万円、社債の発行による収入

197百万円及び社債の償還による支出182百万円等によるものであります。 

 キャッシュ・フロ－指数のトレンドは、以下のとおりであります。 

(注)1. 各指数の内容 

自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベ－スの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロ－対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロ－ 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロ－／利払い 

2. 各指数は、平成19年12月期、平成20年12月期、平成21年12月期及び平成22年12月期は連結ベ－スの財務数値で算出しており

ますが、平成18年12月期は個別財務数値で算出しております。 

3. 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数で算出しております。 

4. 営業キャッシュ・フロ－は、連結キャッシュ・フロ－計算書（平成18年12月期は個別キャッシュ・フロ－計算書）の営業活

動によるキャッシュ・フロ－を使用し、有利子負債は連結貸借対照表（平成18年12月期は個別貸借対照表）に計上されてい

る負債のうち、利子を支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロ－

計算書の利息の支払額を使用しております。 

5. 平成18年12月期及び平成19年12月期は、営業キャッシュ・フロ－がマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率

及びインタレスト・カバレッジ・レシオは記載しておりません。 

  平成18年12月期 平成19年12月期 平成20年12月期 平成21年12月期 平成22年12月期

資本比率（％）  21.1  17.7  31.6  28.6  29.2

時価ベ－スの自己資本比率(％）  24.8  11.4  8.2  23.9  31.3

キャッシュ・フロ－対有利子負債比率（年）  －  －  0.6  6.1  19.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍）  －  －  49.6  12.4  3.3
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(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

 当社グル－プは、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題と位置づけております。今後も、事業収益をベ－

スに、将来の事業展開・経営環境の変化に対応するための内部留保金の確保と株主還元等とのバランスを考慮した

配当政策を継続する方針であります。 

 平成22年12月期の利益配当金におきましては、１株当たり2,700円を実施させていただく予定であります。 

 なお、平成23年12月期の年間配当金は、通期の業績見通しから、１株当たり2,700円とする予定であります。 

(4）事業等のリスク 

 当社グル－プの事業の状況、経営成績及び財政状態に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。なお、文中における将来に関する事項は、本書提出日現在に

おいて当社グル－プが判断したものであり不確実性を内包しているため、実際の結果と異なる場合があります。 
  

①事業の環境について 

不動産・住宅関連事業は、顧客需要の動向に影響を受けやすい傾向にあります。顧客の需要は、景気・雇用・金

利・地価・税制等の動向に左右されやすく、雇用不安・金利の上昇・住宅減税措置の縮小又は廃止・公的規制の強

化等が発生した場合には、顧客の住宅購入意欲が衰え、当社グル－プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

②法的規制等について 

 当社グル－プの属する不動産業界は、宅地建物取引業法・建築基準法・建設業法・都市計画法・土地区画整理法

等の多くの法的規制を受けております。今後、これらの公的規制の改訂・新設・強化等がなされた場合には、当社

グル－プの業績に影響を及ぼす可能性があります。 
  

③分譲用地の取得について 

 当社グル－プの新築戸建分譲事業は、分譲用地の取得の成否が業績に影響を及ぼします。当業界においては同業

者も多く、販売活動及び分譲用地仕入活動においても競争が発生いたします。現在のような厳しい販売環境の中、

適正な利益と事業性を確保できる分譲用地の仕入れが想定どおりにできない事態が発生する場合には、当社グル－

プの業績に影響を与える可能性があります。 
  

④有利子負債への依存について 

 当社グル－プにおきましては、分譲用地取得資金等の運転資金を金融機関からの借入金に依存しております。こ

のため、金融政策の動向・経済情勢等による市場金利の動向や資金調達環境等によっては、当社グル－プの業績に

影響を与える可能性があります。 
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 当社グル－プは、当社及び100％子会社である株式会社ホルツハウスの２社で構成されております。事業内容等に

よる当社グル－プにおける位置付けは以下のとおりです。 

当社(株式会社ハウスフリ－ダム) 

不動産仲介事業 

 不動産の売買仲介及び販売代理をおこなっております。 

新築戸建分譲事業 

 戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売をおこなっております。 

建設請負事業 

 注文住宅及びリフォ－ムの請負をおこなっております。 

損害保険代理事業 

 火災保険・地震保険等の保険代理業をおこなっております。 

子会社(株式会社ホルツハウス) 

新築戸建分譲事業 

 九州地区において、戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売をおこなっております。 

  

〔事業系統図〕 

以上を事業系統図に示すと次のとおりであります。 

  

２．企業集団の状況
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(1）会社経営の基本方針 

  当社グル－プにおきましては、設立以来、住宅・不動産業界において、過去の慣習にとらわれずに新しい経営スタ

イルを確立すべく事業運営をおこなってまいりました。経営理念として、「我々は、住宅産業を通じて価値創造し、

人々に夢と希望の創出を永続することが、社会貢献であり、企業としての宿命であると考える。」を揚げ、お客様と

共に栄える企業へ成長するとともに「お客様満足度地域№1の住宅会社」を目指しております。 

 現在では、関西・九州エリアに10拠点を展開し、地域密着スタイルの営業基盤の拡充が着実に進んでおります。不

動産仲介事業による情報力・相場観・顧客基盤を活用し、新築戸建分譲事業等の周辺事業にシナジ－効果を発揮する

ユニ－クなビジネスモデルは、当社グル－プの事業の特徴となっております。 
  
(2）目標とする経営指標 

  当社グル－プにおきましては、売上高経常利益率７％を経営目標としております。その目標達成のため、不動産仲

介事業の手数料収益の拡大や新築戸建分譲事業の粗利益の向上、コストダウン等、積極的に推進してまいります。 
  
(3）中長期的な会社の経営戦略 

  当社グル－プにおきましては、基本戦略として、不動産仲介、新築戸建分譲、建設請負、損害保険代理の４つの事

業分野の連携強化によるシナジー効果の最大化と、エリアを絞った地域密着の営業戦略のもと、各商圏でのマーケッ

トシェアを高め、地域顧客の生涯顧客化による、長期的な収益モデルの構築を目指しております。 

 昨今では、低価格帯を中心とした住宅の購買意欲が堅調であることから、当社の事業においても新築戸建分譲事業

の割合が増加しており、中期的な成長の原動力として住宅供給戸数を増加し、更なる成長に向けた高収益体質の確立

を目指してまいります。 

 品質向上、工期短縮、コストダウン等の生産体制の質的向上に注視し、経営資源を有効に活用して、永続的な事業

成長や企業価値の向上に努めたいと考えております。 
  
(4）会社の対処すべき課題 

 当社グループにおきましては、当社の強みである地域密着した情報収集力から、適正価格でありながら付加価値の

高い住宅を供給しておりますが、これを拡大し推進していくためには、販売用不動産の仕入れ強化や品質の向上、工

期短縮、コストダウン等の生産管理体制の強化が必要であります。 

 これらの課題に対処するため、当社は組織変更を行い、販売用不動産の仕入れ業務に特化した本社営業課やコスト

管理を担う購買課を新設し、中期的に新築戸建分譲事業における住宅の供給戸数を増加させてまいります。加えて総

務部を人事総務部として安定的に人材を採用するとともに、経営理念である「我々は、住宅産業を通じて価値創造

し、人々に夢と希望の創出を永続することが、社会貢献であり、企業としての宿命であると考える。」を、実践、自

律推進する人材の育成に努めてまいります。 

 上記施策の確実な実行により、お客様満足向上と収益力強化の両面を達成し、長期的な企業価値の向上に繋げてま

いります。 
  
(5）その他、会社の経営上重要な事項 

 該当事項はありません。 

   

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,504,893 1,736,735

受取手形及び売掛金 6,531 4,712

販売用不動産 ※1  135,889 ※1  257,356

仕掛販売用不動産 ※1  957,305 ※1  1,306,620

未成工事支出金 7,489 15,269

繰延税金資産 21,221 19,549

その他 34,547 53,269

貸倒引当金 △309 △958

流動資産合計 2,667,568 3,392,554

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 145,493 146,379

減価償却累計額 △42,414 △47,821

建物及び構築物（純額） ※1  103,078 ※1  98,558

車両運搬具 11,507 9,896

減価償却累計額 △7,641 △6,439

車両運搬具（純額） 3,866 3,456

工具、器具及び備品 23,317 25,096

減価償却累計額 △19,332 △19,655

工具、器具及び備品（純額） 3,984 5,441

土地 ※1  127,303 ※1  127,303

有形固定資産合計 238,233 234,760

無形固定資産   

のれん 2,478 1,519

ソフトウエア 2,565 5,319

商標権 － 859

その他 179 179

無形固定資産合計 5,223 7,877

投資その他の資産   

投資有価証券 4,544 9,920

長期貸付金 87 －

繰延税金資産 528 1,179

投資不動産 1,043,987 1,046,587

減価償却累計額 △17,269 △59,607

投資不動産（純額） ※1  1,026,718 ※1  986,980

その他 61,561 58,708

貸倒引当金 △5,449 △5,449

投資その他の資産合計 1,087,990 1,051,338
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(平成22年12月31日) 

固定資産合計 1,331,447 1,293,976

繰延資産   

社債発行費 26,397 23,280

繰延資産合計 26,397 23,280

資産合計 4,025,414 4,709,811

負債の部   

流動負債   

営業未払金 252,961 431,749

短期借入金 ※1  691,000 ※1  955,600

1年内償還予定の社債 ※1  182,800 ※1  214,400

1年内返済予定の長期借入金 ※1  194,154 ※1  271,218

未払法人税等 89,446 174,508

賞与引当金 5,879 3,731

製品保証引当金 11,176 11,164

その他 183,748 159,914

流動負債合計 1,611,166 2,222,286

固定負債   

社債 ※1  837,400 ※1  823,000

長期借入金 ※1  424,104 ※1  284,394

その他 806 6,180

固定負債合計 1,262,310 1,113,574

負債合計 2,873,477 3,335,860

純資産の部   

株主資本   

資本金 326,962 328,112

資本剰余金 172,060 173,210

利益剰余金 652,562 866,901

株主資本合計 1,151,584 1,368,223

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 352 5,728

評価・換算差額等合計 352 5,728

純資産合計 1,151,936 1,373,951

負債純資産合計 4,025,414 4,709,811
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（２）連結損益計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 5,362,554 6,173,875

売上原価 ※1  4,129,737 4,614,686

売上総利益 1,232,817 1,559,189

販売費及び一般管理費 ※2  977,423 ※2  1,040,793

営業利益 255,393 518,395

営業外収益   

受取利息 1,806 1,361

受取手数料 30,408 24,892

不動産賃貸料 36,706 98,853

その他 11,738 5,474

営業外収益合計 80,659 130,581

営業外費用   

支払利息 30,488 39,458

支払保証料 － 16,460

不動産賃貸原価 31,694 71,725

その他 11,774 5,888

営業外費用合計 73,958 133,533

経常利益 262,095 515,444

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  14

特別利益合計 － 14

特別損失   

固定資産売却損 － ※4  0

固定資産除却損 ※5  7,789 ※5  110

店舗解約損 3,086 －

特別損失合計 10,876 110

税金等調整前当期純利益 251,219 515,348

法人税、住民税及び事業税 86,953 213,723

法人税等調整額 △12,982 1,021

法人税等合計 73,970 214,744

当期純利益 177,248 300,603

10

㈱ハウスフリーダム（8996）　平成22年12月期決算短信



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 322,962 326,962

当期変動額   

新株の発行 4,000 1,150

当期変動額合計 4,000 1,150

当期末残高 326,962 328,112

資本剰余金   

前期末残高 168,060 172,060

当期変動額   

新株の発行 4,000 1,150

当期変動額合計 4,000 1,150

当期末残高 172,060 173,210

利益剰余金   

前期末残高 475,313 652,562

当期変動額   

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 177,248 300,603

当期変動額合計 177,248 214,338

当期末残高 652,562 866,901

株主資本合計   

前期末残高 966,335 1,151,584

当期変動額   

新株の発行 8,000 2,300

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 177,248 300,603

当期変動額合計 185,248 216,638

当期末残高 1,151,584 1,368,223

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △480 352

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 832 5,376

当期末残高 352 5,728

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △480 352

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 832 5,376
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

当期末残高 352 5,728

純資産合計   

前期末残高 965,855 1,151,936

当期変動額   

新株の発行 8,000 2,300

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 177,248 300,603

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 186,080 222,014

当期末残高 1,151,936 1,373,951
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 251,219 515,348

減価償却費 22,913 52,900

貸倒引当金の増減額（△は減少） 28 648

受取利息及び受取配当金 △1,830 △1,610

支払利息 30,488 39,458

固定資産売却損益（△は益） － △14

固定資産除却損 7,789 110

店舗解約損 3,086 －

売上債権の増減額（△は増加） 26,628 △27,171

たな卸資産の増減額（△は増加） 108,067 △478,561

仕入債務の増減額（△は減少） △58,935 167,837

その他 23,307 32,581

小計 412,763 301,526

利息及び配当金の受取額 2,109 1,590

利息の支払額 △30,631 △40,704

法人税等の支払額 △3,386 △128,635

営業活動によるキャッシュ・フロー 380,855 133,776

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △12,651 △48,453

定期預金の払戻による収入 100,305 54,019

有形固定資産の取得による支出 △5,268 △5,269

有形固定資産の売却による収入 － 57

投資不動産の取得による支出 △911,820 △2,600

その他 △34,716 △10,774

投資活動によるキャッシュ・フロー △864,152 △13,020

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 340,000 264,600

長期借入れによる収入 482,000 952,000

長期借入金の返済による支出 △640,784 △1,014,646

社債の発行による収入 747,242 197,307

社債の償還による支出 △219,200 △182,800

株式の発行による収入 8,000 2,300

配当金の支払額 △194 △86,125

その他 △10,975 △15,984

財務活動によるキャッシュ・フロー 706,088 116,652

現金及び現金同等物に係る換算差額 － －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 222,791 237,408

現金及び現金同等物の期首残高 1,239,100 1,461,891

現金及び現金同等物の期末残高 ※  1,461,891 ※  1,699,300
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 該当事項はありません。 

  

  

継続企業の前提に関する注記

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 すべての子会社を連結しております。 

連結子会社の数・・・・・１社 

連結子会社の名称  ㈱ホルツハウス 

同左 

２．持分法の適用に関する事項 非連結子会社及び関連会社がないため該当事項は

ありません。 

同左 

３．連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社の決算日は、連結決算日と一致してお

ります。 

同左 

４．会計処理基準に関する事項 (1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）を採用し

ております。 

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しておりま

す。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  
時価のないもの 

同左 

  

  ② たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法） 

（会計方針の変更） 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産につ

いては、従来、個別法による原価法によって

おりましたが、当連結会計年度より「棚卸資

産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号 平成18年７月５日公表分）が適用さ

れたことに伴い、個別法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法）により算定しておりま

す。 

 これにより,当連結会計年度の営業利益、

経常利益及び税金等調整前当期純利益は、そ

れぞれ5,289千円減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は、当

該箇所に記載しております。 

② たな卸資産 

個別法による原価法（貸借対照表価額につ

いては収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法） 

  (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 (2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

  ① 有形固定資産及び投資不動産（リース資産

を除く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した

建物（建物附属設備を除く。）については

定額法によっております。 

① 有形固定資産及び投資不動産（リース資産

を除く） 

同左 

  ② 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについて

は、社内における利用可能期間（５年）に

基づいております。 

② 無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 
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項目 
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

  (3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、当連結

会計年度末に在籍している従業員に係る支

給見込額のうち当連結会計年度に負担すべ

き金額を計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 製品保証引当金 

販売した住宅に対するアフターサービス及

びクレーム費用の支出に備えるため、過去

の実績に将来の見込みを加味した金額を計

上しております。 

③ 製品保証引当金 

同左 

  (4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①リース取引会計基準の改正適用初年度開始

前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によっており

ます。 

(4）その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

①同左 

  ②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ただし、固定資産等に係る控除対象外消費

税及び地方消費税（以下 控除対象外消費

税等）については、投資その他の資産の

「その他」（長期前払費用）に計上し、均

等償却しております。 

（会計方針の変更） 

従来、固定資産等に係る控除対象外消費税

等については、発生年度の期間費用として

いましたが、当連結会計年度より控除対象

外消費税等については、投資その他の資産

の「その他」（長期前払費用）に計上し、

５年で均等償却しております。     

この変更は、自社所有による投資不動産等

が増加していく中で、控除対象外消費税等

の重要性が増加したことから、期間損益の

より一層の適正化のためにおこなったもの

であります。 

この変更により、従来と同一の方法によっ

た場合と比較して、営業利益は33,197千

円、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は29,877千円それぞれ増加しております。 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ただし、固定資産等に係る控除対象外消費

税及び地方消費税（以下 控除対象外消費

税等）については、投資その他の資産の

「その他」（長期前払費用）に計上し、均

等償却しております。 

５．連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項 

全面時価評価法を採用しております。 同左 

６．のれん及び負ののれんの償却に

関する事項 

のれんの償却については、効果の発現する期間を

合理的に見積り５年以内で定額法により償却する

こととしております。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還

期限の到来する短期投資からなっております。 

同左 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借

取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当連結会計

年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平

成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイ

ナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更）  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を

適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基

準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当連

結会計年度より適用し、当連結会計年度に着手した工事契約から、当

連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工

事（工期がごく短期間のものを除く）については工事進行基準（工事

の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完

成基準を適用しております。 

 なお、当連結会計年度末においては工事進行基準を適用している

ものがないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税金

等調整前当期純利益への影響額はありません。 

表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（連結貸借対照表） 

１．「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を

改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令第50号）が適用

となることに伴い、前連結会計年度において、「たな卸資産」とし

て掲記されていたものは、当連結会計年度から「販売用不動産」

「仕掛販売用不動産」「未成工事支出金」に区分掲記しておりま

す。なお、前連結会計年度の「たな卸資産」に含まれる「販売用不

動産」「仕掛販売用不動産」「未成工事支出金」は、それぞれ

240,496千円、941,420千円、26,834千円であります。 

───── 

２．前連結会計年度まで「賃貸不動産」として掲記されていたもの

は、ＥＤＩＮＥＴのＸＢＲＬ導入に伴い連結財務諸表の比較可能性

を向上するため、当連結会計年度より「投資不動産」として掲記し

ております。 

  

───── (連結損益計算書) 

 前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示してお

りました「支払保証料」は、営業外費用の総額の100分の10を超えた

ため区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度末における「支払保証料」の金額は6,133千

円であります。 
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 千円39,582

仕掛販売用不動産 千円679,498

建物及び構築物 千円85,215

土地 千円127,303

投資不動産 千円1,019,570

計 千円1,951,170

販売用不動産 千円35,043

仕掛販売用不動産 千円1,065,628

建物及び構築物 千円25,385

土地 千円65,273

投資不動産 千円979,984

計 千円2,171,316

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円691,000

１年内返済予定の長期借入金 千円109,990

長期借入金 千円313,257

社債に対する被保証債務 千円720,000

計 千円1,834,247

担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円955,600

１年内返済予定の長期借入金 千円150,226

長期借入金 千円226,869

社債に対する被保証債務 千円684,000

計 千円2,016,695

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、

次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 

千円 5,289

※１           ───── 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおり

であります。 

給与手当 千円402,617

役員報酬 千円98,856

広告宣伝費 千円124,167

賞与引当金繰入額 千円5,304

製品保証引当金繰入額 千円596

給与手当 千円435,430

役員報酬 千円102,980

広告宣伝費 千円130,728

賞与引当金繰入額 千円3,731

製品保証引当金繰入額 千円3,693

貸倒引当金繰入額 千円648

※３           ───── ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。  

  車両運搬具 千円14

※４           ───── ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  車両運搬具 千円0

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円7,168

車両運搬具 千円137

工具、器具及備品 千円483

計 千円7,789

車両運搬具 千円93

工具、器具及備品 千円16

計 千円110
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の発行済株式総数の増加1,600株は、ストック・オプションの行使に伴う新株の発行によるもので

あります。 
  
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

 該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）  38,900  1,600  －  40,500

合計  38,900  1,600  －  40,500

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（千円） 配当の原資
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  86,265 利益剰余金  2,130 平成21年12月31日 平成22年３月29日 
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)普通株式の発行済株式総数の増加460株は、ストック・オプションの行使に伴う新株の発行によるものであ

ります。 
  
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式（注）  40,500  460  －  40,960

合計  40,500  460  －  40,960

自己株式         

普通株式  －  －  －  －

合計  －  －  －  －

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（千円） 
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日 

平成22年３月26日 

定時株主総会 
普通株式  86,265  2,130 平成21年12月31日 平成22年３月29日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額

（千円） 配当の原資
１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

平成23年３月25日 

定時株主総会 
普通株式  110,592 利益剰余金  2,700 平成22年12月31日 平成23年３月28日 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

（平成21年12月31日現在） （平成22年12月31日現在）

現金及び預金 千円1,504,893

預け入れ期間が３ヶ月超の定期預金 千円△43,001

現金及び現金同等物 千円1,461,891

現金及び預金 千円1,736,735

預け入れ期間が３ヶ月超の定期預金 千円△37,435

現金及び現金同等物 千円1,699,300
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（リース取引関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 該当事項はありません。 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引 

 該当事項はありません。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却 
累計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 

（千円） 

工具、器具 

及び備品 
 8,502  6,720  1,782

ソフトウェア  21,200  5,653  15,546

合計  29,702  12,373  17,328

 
取得価額
相当額 

（千円） 

減価償却 
累計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具、器具 

及び備品 
 8,502  8,137  365

ソフトウェア  21,200  9,893  11,306

合計  29,702  18,030  11,671

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円5,657

１年超 千円11,671

合計 千円17,328

１年内 千円4,605

１年超 千円7,066

合計 千円11,671

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 千円6,297

減価償却費相当額 千円6,297

支払リース料 千円5,657

減価償却費相当額 千円5,657

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法により

算定しております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料 

１年内 千円2,868

１年超 千円7,587

合計 千円10,455

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料 

１年内 千円2,868

１年超 千円4,719

合計 千円7,587

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について） 

 同左 
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針  

 当社グループは、不動産の開発投資及び設備投資の計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入や社

債発行）を調達しております。一時的な余資は主に銀行預金とし、また、短期的な運転資金は銀行借入

により調達しております。デリバティブ取引については、原則として、利用しない方針であります。 

（２）金融商品の内容及びそのリスク 

 営業債権である受取手形及び売掛金は、ほとんどが１年以内の決済期日であります。受取手形及び売

掛金は顧客の信用リスクにさらされております。投資有価証券は、主に業務上の関係を有する株式であ

り、市場価格の変動リスクにさらされています。  

 営業債務である営業未払金は、ほとんどが１年以内の決済期日であります。営業未払金は流動性リス

ク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）にさらされています。借入金及び社債は、主として

不動産の開発投資及び設備投資に係る資金調達であります。このうち一部は金利変動リスクにさらされ

ていますが、当該リスクに関しては当社では、デリバティブ取引等でのリスクヘッジは行っておりませ

ん。  

（３）金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理 

 当社グループは売掛金について、経理部を中心として債権の回収状況を定期的にモニタリングし、回

収懸念の早期把握や軽減を図っております。 

②市場リスク（金利等の変動リスク）の管理 

 当社グループは借入金及び社債の金利変動リスクについては、金利スワップ等のデリバティブ取引を

利用しておりません。投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、保有状況を定期的に見直しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

 当社グループは、経理部を中心として適時に資金繰計画を作成・更新するとともに、手元流動性の維

持などにより流動性リスクを管理しております。 

（４）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

 金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等

を採用することにより、当該価額が変動することがあります。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

 平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 

（単位：千円）

 （*1）１年内償還予定の社債を含めております。 

（金融商品関係）

  貸借対照表計上額 時価 差額 

(1)現金及び預金  1,736,735  1,736,735 ― 

(2)受取手形及び売掛金  4,712  4,712 ― 

(3)投資有価証券  

 その他有価証券  9,920  9,920 ― 

資産計  1,751,367  1,751,367 ― 

(1)営業未払金  431,749  431,749 ― 

(2)短期借入金  955,600  955,600 ― 

(3)社債（*1）  1,037,400  1,037,679  279

(4)長期借入金（*2）  555,612  555,403  △208

負債計  2,980,361  2,980,432  71
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 （*2）１年内返済予定の長期借入金を含めております。 

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項 

資産 

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(3)投資有価証券 

 株式については取引所の価格によっております。また、保有目的ごとの有価証券に関する事項につ

いては、注記事項「有価証券関係」をご参照下さい。 

負債 

(1)営業未払金、(2)短期借入金 

 これらは短期間で決済されるものであるため、時価は、帳簿価額と近似していることから、当該帳

簿価額によっております。 

(3)社債 

 当社の発行する社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しております。 

(4)長期借入金 

 長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態は

実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿

価額によっています。固定金利によるものは、一定の期間ごとに区分した長期借入金の元利金の合計

額を同様の借入において想定される利率で割引いて算定しております。 

  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

 該当事項ありません。 

  

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 

  

４．社債、長期借入金の連結決算日後の償還予定額 

  

（追加情報） 

 当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 平成20年３月10日）及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日）を適用してお

ります。  

  

  
1年以内 

（千円） 

1年超 

5年以内 

（千円） 

5年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

(1)現金及び預金  1,736,735 ― ― ― 

(2)受取手形及び売掛金  4,712 ― ― ― 

合計  1,741,447 ― ― ― 

  
1年以内 

（千円） 

1年超 

2年以内 

（千円） 

2年超 

3年以内 

（千円） 

3年超 

4年以内 

（千円） 

4年超 

5年以内 

（千円） 

5年超 

（千円） 

(1)社債  214,400  91,000  76,000  76,000  76,000  504,000

(2)長期借入金  271,218  186,785  48,922  24,223  21,440  3,024

合計  485,618  277,785  124,922  100,223  97,440  507,024
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前連結会計年度（平成21年12月31日） 

１.その他有価証券で時価のあるもの 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理をおこない、

30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理をおこなっております。 

２.時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（平成22年12月31日） 

その他有価証券 

（注） 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合にはすべて減損処理をおこない、

30～50％下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理をおこなっております。 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社グループは、デリバティブ取引を全くおこなっておりませんので、該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当社グループは、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社グループは、退職給付制度を採用していないため、該当事項はありません。 

（有価証券関係）

   種類 取得原価
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計上額が 
取得原価を超えるもの 

  

(1) 株式 4,192 4,544 352 
(2) 債券       
①国債・地方債等 － － － 

②社債 － － － 

③その他 － － － 

(3) その他 － － － 

小計 4,192 4,544 352 

合計 4,192 4,544 352 

   種類 取得原価
（千円） 

連結貸借対照表計上額 
（千円） 

差額
（千円） 

連結貸借対照表計上額が 

取得原価を超えるもの 

  

(1) 株式  4,192  9,920  5,728 
(2) 債券       
①国債・地方債等  －  －  － 

②社債  －  －  － 

③その他  －  －  － 

(3) その他  －  －  － 

小計  4,192  9,920  5,728 

合計  4,192  9,920  5,728 

（デリバティブ取引関係）

（退職給付関係）
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。 

② 単価情報 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記価格は全て株式分割後で記載しております。 

（ストック・オプション等関係）

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 取締役１名、従業員６名、子会社取締役１名 従業員２名

ストック・オプション数（注） 普通株式 2,360株 普通株式 80株 

付与日 平成15年11月28日 平成16年4月13日 

権利確定条件 
付与日以降、権利確定日（権利行使期限の前日）

まで継続して勤務していること。 
付与日以降、権利確定日（権利行使期限の前日）

まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成17年11月29日 

至 平成25年11月27日 
自 平成18年4月18日 

至 平成26年4月16日 

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

権利確定前      （株）          

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後      （株）          

前連結会計年度末 2,160 40

権利確定 － －

権利行使 1,600 －

失効 － －

未行使残 560 40

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

権利行使価格      （円） 5,000 24,000

行使時平均株価     （円） 23,500 －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数について

は、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記株数は全て株式分割後で記載しております。 

② 単価情報 

（注）株式数に換算して記載しております。また、平成17年５月31日付で１株を５株に、平成17年９月30日付で１株を２株に株式分割をおこ

なっておりますので、上記価格は全て株式分割後で記載しております。 

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

付与対象者の区分及び数 取締役１名、従業員６名、子会社取締役１名 従業員２名

ストック・オプション数（注） 普通株式 2,360株 普通株式 80株 

付与日 平成15年11月28日 平成16年4月13日 

権利確定条件 
付与日以降、権利確定日（権利行使期限の前日）

まで継続して勤務していること。 
付与日以降、権利確定日（権利行使期限の前日）

まで継続して勤務していること。 

対象勤務期間 定めておりません。 定めておりません。 

権利行使期間 
自 平成17年11月29日 

至 平成25年11月27日 
自 平成18年4月18日 

至 平成26年4月16日 

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

権利確定前      （株）          

前連結会計年度末 － －

付与 － －

失効 － －

権利確定 － －

未確定残 － －

権利確定後      （株）          

前連結会計年度末 560 40

権利確定 － －

権利行使 460 －

失効 － －

未行使残 100 40

  平成15年 ストック・オプション 平成16年 ストック・オプション

権利行使価格      （円） 5,000 24,000

行使時平均株価     （円） 30,766 －

公正な評価単価（付与日）（円） － －
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   当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

  

  当社では、京都市その他の地域において、賃貸用のマンション（土地を含む。）を有しております。平成22年12月期

における当該賃貸等不動産に関する賃貸損益は27,127千円（賃貸収益は営業外収益に、主な賃貸費用は営業外費用に計

上）であります。 

  また、当該賃貸等不動産の連結貸借対照表計上額、当連結会計年度増減額及び時価は、次のとおりであります。  

 （注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。 

    ２．当連結会計年度増減額のうち、主な減少額は減価償却費（42,338千円）であります。  

    ３．当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用

いて調整を行ったものを含む。）であります。 

  

 （追加情報） 

   当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第20号 平成20年11月28

日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第23号 平成20年11

月28日）を適用しております。  

  

（税効果会計関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

未払事業税 7,684千円

賞与引当金 2,389  
製品保証引当金 4,543  
投資有価証券 2,770  
販売用不動産 4,181  
税務上の繰越欠損金 248,664  
その他 8,894  

繰延税金資産小計 279,128  

評価性引当額 △257,378  
繰延税金資産合計 21,749  

未払事業税 13,247千円

貸倒引当金 2,650  
製品保証引当金 4,540  
投資有価証券 2,770  
販売用不動産 3,996  
税務上の繰越欠損金 225,127  
その他 2,769  

繰延税金資産小計 255,103  

評価性引当額 △234,374  
繰延税金資産合計 20,728  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

繰延税金負債合計 －  
繰延税金資産の純額 21,749  

繰延税金負債合計 －  
繰延税金資産の純額 20,728  

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ

ております。 

流動資産－繰延税金資産 21,221千円

固定資産－繰延税金資産 528千円

流動資産－繰延税金資産 19,549千円

固定資産－繰延税金資産 1,179千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

法定実効税率 ％40.6

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.3

住民税均等割 ％1.2

評価性引当額 ％△12.6

その他 ％△0.1

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％29.4

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差

異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略してお

ります。  
  

（賃貸等不動産関係）

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時

価 前連結会計年度末残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

千円 1,026,718 千円 △39,738 千円986,980 千円987,283
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社の業務内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な業務内容 

不動産仲介事業……………………不動産の売買仲介及び販売代理 

新築戸建分譲事業…………………戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売 

建設請負事業………………………注文住宅及びリフォ－ムの請負 

損害保険代理事業…………………火災保険・地震保険等の保険代理業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は210,452千円であり、その主なものは当社の総務・経理

部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,173,049千円であり、その主なものは当社の現金預金及び投資不動

産、本社社屋であります。 

５．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項（１）②」に記載のとおり、当連結会計年

度より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。この変更

に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が「新築戸建分譲事業」で5,289千円減少しております。 

６．「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ４．会計処理基準に関する事項（５）②」に記載のとおり、当連結会計年

度より、固定資産に係る控除対象外消費税等の会計処理を変更しております。この変更により、従来の方法によった場合に比べ

て、営業損失が「消去又は全社」で33,197千円減少しております。 

（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  
不動産 
仲介事業 
（千円） 

新築戸建
分譲事業 
（千円） 

建設請負
事業 

（千円） 

損害保険
代理事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益                                      

売上高                                      

(1）外部顧客に対する売上高  397,279 4,627,420 309,823 28,031  5,362,554  － 5,362,554

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 13,292 428 － －  13,720 (13,720) －

計  410,571 4,627,849 309,823 28,031  5,376,275 (13,720) 5,362,554

営業費用  334,609 4,299,214 261,924 19,374  4,915,123  192,037 5,107,161

営業利益  75,962 328,634 47,898 8,656  461,152 (205,758) 255,393

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出                                      

資産  105,308 1,713,319 23,692 10,540  1,852,860  2,172,553 4,025,414

減価償却費  3,363 4,240 411 240  8,255  14,658 22,913

資本的支出  510 4,683 61 36  5,291  911,972 917,264
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当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

（注）１．事業区分の方法 

事業は、当社の業務内容及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．各区分に属する主要な業務内容 

不動産仲介事業……………………不動産の売買仲介及び販売代理 

新築戸建分譲事業…………………戸建分譲住宅及び中古物件の企画開発、建築、販売 

建設請負事業………………………注文住宅及びリフォ－ムの請負 

損害保険代理事業…………………火災保険・地震保険等の保険代理業 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は207,374千円であり、その主なものは当社の総務・経理

部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は2,393,255千円であり、その主なものは当社の現金預金及び投資不動

産、本社社屋であります。 

  

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社グル－プは、本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため該当事項はありませ

ん。 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

当社グル－プは、海外売上高がないため該当事項はありません。 

  
不動産 
仲介事業 
（千円） 

新築戸建
分譲事業 
（千円） 

建設請負
事業 

（千円） 

損害保険
代理事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結
（千円） 

Ⅰ．売上高及び営業利益                                      

売上高                                      

(1）外部顧客に対する売上高  370,971 5,511,499 255,024 36,379  6,173,875  － 6,173,875

(2）セグメント間の内部売上高又は

振替高 
 16,873 － － －  16,873 (16,873) －

計  387,845 5,511,499 255,024 36,379  6,190,749 (16,873) 6,173,875

営業費用  320,111 4,906,063 217,922 25,777  5,469,874  185,605 5,655,479

営業利益  67,733 605,436 37,102 10,602  720,874 (202,478) 518,395

Ⅱ．資産、減価償却費及び資本的支出                                      

資産  94,774 2,187,928 20,533 14,154  2,317,391  2,392,420 4,709,811

減価償却費  2,813 5,230 389 286  8,720  44,179 52,900

資本的支出  1,884 3,705 577 192  6,360  7,166 13,526

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高
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前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

（追加情報） 

 当連結会計年度から「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第11号 平成18年10月17日）及び

「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第13号 平成18年10月17日）を適用し

ております。この結果、当社役員との取引が、一部開示対象から除外されております。 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社代表取締役社長小島賢二より、金融機関等の借入に対して債務保証を受けておりますが、保証料の支払はおこなっており

ません。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引 

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主（個人の場合に限る。）等 

（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社代表取締役社長小島賢二より、金融機関等の借入に対して債務保証を受けておりますが、保証料の支払はおこなっており

ません。 

（関連当事者情報）

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員かつ

主要株主 
小島賢二 －  －

当社代表取

締役社長 

（被所有）

直接 

23.6 

債務被保証

金融機関等の

借入に対する

債務の被保証

 148,134 －  －

種類 会社等の名
称又は氏名 所在地 

資本金又は
出資金 
（千円） 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 
（％） 

関連当事者
との関係 取引の内容

取引金額 
（千円） 科目 期末残高

（千円） 

役員かつ

主要株主 
小島賢二 －  －

当社代表取

締役社長 

（被所有）

直接 

24.0 

債務被保証

金融機関等の

借入に対する

債務の被保証

 110,096 －  －
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 円28,442.87

１株当たり当期純利益金額 円4,541.17

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円4,390.58

１株当たり純資産額 円33,543.74

１株当たり当期純利益金額 円7,367.49

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 円7,327.74

  
前連結会計年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当連結会計年度
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益（千円）  177,248  300,603

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る当期純利益（千円）  177,248  300,603

期中平均株式数（株）  39,031  40,801

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  1,338  221

（うち新株予約権） （1,338）      （221） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要  

平成16年４月13日臨時株主総会決議の

旧商法第280条ノ20及び21ノ規定に基づ

く新株予約権40個 

－ 

  

  

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表 
（１）貸借対照表 

（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 992,092 1,247,965

売掛金 6,531 4,712

販売用不動産 ※1  116,605 ※1  208,769

仕掛販売用不動産 ※1  956,803 ※1  1,200,704

未成工事支出金 7,326 6,721

前渡金 11,000 21,896

前払費用 12,227 14,406

繰延税金資産 21,221 19,549

その他 5,671 10,362

貸倒引当金 △309 △958

流動資産合計 2,129,171 2,734,130

固定資産   

有形固定資産   

建物 144,041 144,927

減価償却累計額 △41,567 △46,902

建物（純額） ※1  102,474 ※1  98,025

構築物 1,451 1,451

減価償却累計額 △847 △918

構築物（純額） 604 532

車両運搬具 7,190 5,579

減価償却累計額 △6,891 △4,202

車両運搬具（純額） 299 1,377

工具、器具及び備品 23,317 25,096

減価償却累計額 △19,332 △19,655

工具、器具及び備品（純額） 3,984 5,441

土地 ※1  127,303 ※1  127,303

有形固定資産合計 234,666 232,680

無形固定資産   

商標権 － 859

ソフトウエア 2,438 5,232

電話加入権 179 179

無形固定資産合計 2,618 6,272

投資その他の資産   

投資有価証券 4,544 9,920

関係会社株式 334,026 334,026

出資金 1,040 1,041

従業員に対する長期貸付金 87 －

長期前払費用 41,238 34,667
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

繰延税金資産 528 1,179

差入保証金 10,998 13,777

投資不動産 1,043,987 1,046,587

減価償却累計額 △17,269 △59,607

投資不動産（純額） ※1  1,026,718 ※1  986,980

その他 － 1,333

投資その他の資産合計 1,419,181 1,382,925

固定資産合計 1,656,466 1,621,878

繰延資産   

社債発行費 25,384 22,819

繰延資産合計 25,384 22,819

資産合計 3,811,022 4,378,829

負債の部   

流動負債   

営業未払金 ※2  239,350 ※2  380,318

短期借入金 ※1  691,000 ※1  945,600

1年内償還予定の社債 ※1  182,800 ※1  164,400

1年内返済予定の長期借入金 ※1  194,154 ※1  271,218

未払金 87,170 98,752

未払費用 1,526 1,461

未払法人税等 88,387 173,449

未払消費税等 3,916 －

未成工事受入金 5,500 950

前受金 64,200 27,411

預り金 11,030 5,237

賞与引当金 5,679 3,731

製品保証引当金 10,468 10,277

前受収益 606 3,187

その他 814 653

流動負債合計 1,586,604 2,086,649

固定負債   

社債 ※1  787,400 ※1  823,000

長期借入金 ※1  424,104 ※1  234,394

その他 806 6,180

固定負債合計 1,212,310 1,063,574

負債合計 2,798,915 3,150,223
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（単位：千円）

前事業年度 
(平成21年12月31日) 

当事業年度 
(平成22年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 326,962 328,112

資本剰余金   

資本準備金 172,060 173,210

資本剰余金合計 172,060 173,210

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 512,732 721,555

利益剰余金合計 512,732 721,555

株主資本合計 1,011,754 1,222,877

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 352 5,728

評価・換算差額等合計 352 5,728

純資産合計 1,012,106 1,228,605

負債純資産合計 3,811,022 4,378,829
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（２）損益計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高   

分譲事業売上高 4,298,859 4,982,377

請負売上高 309,823 255,024

仲介売上高 410,571 387,845

その他 28,031 36,379

売上高合計 5,047,286 5,661,626

売上原価   

分譲事業売上原価 ※1  3,651,054 3,997,463

請負売上原価 227,857 181,232

仲介売上原価 1,707 2,690

売上原価合計 3,880,619 4,181,385

売上総利益 1,166,667 1,480,241

販売費及び一般管理費   

広告宣伝費 121,647 127,309

製品保証引当金繰入額 516 3,514

貸倒引当金繰入額 28 648

役員報酬 82,056 86,180

給料及び手当 393,843 421,623

賞与 29,894 31,838

賞与引当金繰入額 5,104 3,731

法定福利費 50,657 62,827

租税公課 35,027 42,508

減価償却費 9,567 9,029

その他 199,122 184,749

販売費及び一般管理費合計 927,465 973,962

営業利益 239,202 506,279

営業外収益   

受取利息 1,077 804

受取配当金 24 248

受取手数料 30,236 24,625

違約金収入 1,097 1,200

不動産賃貸料 36,706 98,853

雑収入 14,529 8,076

営業外収益合計 83,672 133,808
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業外費用   

支払利息 24,444 31,399

社債利息 5,454 6,903

社債発行費償却 4,251 5,256

支払保証料 － 15,962

不動産賃貸原価 ※2  31,694 ※2  71,725

雑損失 7,348 79

営業外費用合計 73,193 131,327

経常利益 249,682 508,760

特別利益   

固定資産売却益 － ※3  14

特別利益合計 － 14

特別損失   

固定資産売却損 － ※4  0

固定資産除却損 ※5  7,789 ※5  110

店舗解約損 3,192 －

特別損失合計 10,982 110

税引前当期純利益 238,699 508,664

法人税、住民税及び事業税 85,745 212,556

法人税等調整額 △12,982 1,021

法人税等合計 72,762 213,577

当期純利益 165,936 295,087
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分譲事業売上原価 

（注）原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

請負売上原価 

（注）原価計算の方法は個別原価計算によっております。 

仲介売上原価 

売上原価明細書

    
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円）

構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％） 

１．土地及び建物購入費   2,237,847 61.3  2,684,583 67.2

２．材料費   295,077 8.1  336,108 8.4

３．労務費   22,520 0.6  20,784 0.5

４．外注費   1,079,526 29.6  929,367 23.2

５．経費   16,082 0.4  26,618 0.7

計   3,651,054 100.0  3,997,463 100.0

    
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円）

構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％） 

１．材料費   48,905 21.5  41,181 22.7

２．労務費   3,694 1.6  4,518 2.5

３．外注費   170,609 74.9  129,406 71.4

４．経費   4,648 2.0  6,125 3.4

計   227,857 100.0  181,232 100.0

    
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

区分 注記 
番号 金額（千円）

構成比
（％） 金額（千円） 構成比

（％） 

仲介手数料   1,707 100.0  2,690 100.0
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（３）株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 322,962 326,962

当期変動額   

新株の発行 4,000 1,150

当期変動額合計 4,000 1,150

当期末残高 326,962 328,112

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 168,060 172,060

当期変動額   

新株の発行 4,000 1,150

当期変動額合計 4,000 1,150

当期末残高 172,060 173,210

資本剰余金合計   

前期末残高 168,060 172,060

当期変動額   

新株の発行 4,000 1,150

当期変動額合計 4,000 1,150

当期末残高 172,060 173,210

利益剰余金   

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 346,795 512,732

当期変動額   

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 165,936 295,087

当期変動額合計 165,936 208,822

当期末残高 512,732 721,555

利益剰余金合計   

前期末残高 346,795 512,732

当期変動額   

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 165,936 295,087

当期変動額合計 165,936 208,822

当期末残高 512,732 721,555

株主資本合計   

前期末残高 837,817 1,011,754

当期変動額   

新株の発行 8,000 2,300
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（単位：千円）

前事業年度 
(自 平成21年１月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当事業年度 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年12月31日) 

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 165,936 295,087

当期変動額合計 173,936 211,122

当期末残高 1,011,754 1,222,877

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 △480 352

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 832 5,376

当期末残高 352 5,728

評価・換算差額等合計   

前期末残高 △480 352

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 832 5,376

当期末残高 352 5,728

純資産合計   

前期末残高 837,337 1,012,106

当期変動額   

新株の発行 8,000 2,300

剰余金の配当 － △86,265

当期純利益 165,936 295,087

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 832 5,376

当期変動額合計 174,768 216,498

当期末残高 1,012,106 1,228,605
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該当事項はありません。  

  

  

継続企業の前提に関する注記

重要な会計方針

項目 
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び評

価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法を採用しております。 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  (2) その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定）を採用しております。 

(2) その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  

  

  時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及び

評価方法 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出

金 

個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

（会計方針の変更） 

 通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

ては、従来、個別法による原価法によっており

ましたが、当事業年度より「棚卸資産の評価に

関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成

18年７月５日公表分）を適用したことに伴い、

個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）に

より算定しております。 

 これにより,当事業年度の営業利益、経常利

益及び税引前当期純利益は、それぞれ5,289千

円減少しております。 

販売用不動産・仕掛販売用不動産・未成工事支出

金 

個別法による原価法（貸借対照表価額について

は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法） 

３．固定資産の減価償却の方法 (1）有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除

く） 

定率法によっております。 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

（建物附属設備を除く。）については定額法に

よっております。 

(1）有形固定資産及び投資不動産（リース資産を除

く） 

同左 

 

  

  

  (2）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法によっております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

(2）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1) 社債発行費 

社債の償還までの期間にわたる定額法 

(1) 社債発行費 

同左 
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項目 
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支給に備えるため、期末に在籍

している従業員に係る支給見込額のうち当期に

負担すべき金額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3）製品保証引当金 

当社の販売した住宅に対するアフターサービス

及びクレーム費用の支出に備えるため、過去の

実績に将来の見込みを加味した金額を計上して

おります。 

(3）製品保証引当金 

同左  

６．その他財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

①リース取引会計基準の改正適用初年度開始前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。 

①同左 

  ②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ただし、固定資産等に係る控除対象外消費税及

び地方消費税（以下 控除対象外消費税等）に

ついては、投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上し、均等償却しております。 

（会計方針の変更） 

従来、固定資産等に係る控除対象外消費税等に

ついては、発生年度の期間費用としていました

が、当事業年度より控除対象外消費税等につい

ては、投資その他の資産の「長期前払費用」に

計上し、５年で均等償却しております。 

この変更は、自社所有による投資不動産等が増

加していく中で、控除対象外消費税等の重要性

が増加したことから、期間損益のより一層の適

正化のためにおこなったものであります。 

この変更により、従来と同一の方法によった場

合と比較して、営業利益は33,197千円、経常利

益及び税引前当期純利益は29,877千円それぞれ

増加しております。 

②消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ただし、固定資産等に係る控除対象外消費税及

び地方消費税（以下 控除対象外消費税等）に

ついては、投資その他の資産の「長期前払費

用」に計上し、均等償却しております。 
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会計処理方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（リース取引に関する会計基準） 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりましたが、当事業

年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30

日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会

会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファ

イナンス・リース取引については、引き続き通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありません。 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準）  

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準

を適用しておりましたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会

計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基

準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27

日）を当事業年度より適用し、当事業年度に着手した工事契約か

ら、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められ

る工事（工期がごく短期間のものを除く）については工事進行基準

（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事について

は工事完成基準を適用しております。 

 なお、当事業年度末においては工事進行基準を適用しているもの

がないため、これによる売上高、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益への影響額はありません。 

表示方法の変更

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（貸借対照表） 

 前事業年度まで「賃貸不動産」として掲記されていたものは、Ｅ

ＤＩＮＥＴのＸＢＲＬ導入に伴い財務諸表の比較可能性を向上する

ため、当事業年度より「投資不動産」として掲記しております。 

――――― 

  

―――――  

  

（損益計算書）  

 前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりま

した「支払保証料」は、営業外費用の総額の100分の10を超えたた

め区分掲記しております。 

 なお、前事業年度における「支払保証料」の金額は6,133千円で

あります。  
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度 
（平成21年12月31日） 

当事業年度 
（平成22年12月31日） 

※１ 担保資産及び担保付債務 ※１ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。 

販売用不動産 千円39,582

仕掛販売用不動産 千円679,498

建物 千円85,215

土地 千円127,303

投資不動産 千円1,019,570

計 千円1,951,170

販売用不動産 千円35,043

仕掛販売用不動産 千円1,000,804

建物 千円25,385

土地 千円65,273

投資不動産 千円979,984

計 千円2,106,492

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 

短期借入金 千円691,000

１年内返済予定の長期借入金 千円109,990

長期借入金 千円313,257

社債に対する被保証債務 千円720,000

計 千円1,834,247

短期借入金 千円945,600

１年内返済予定の長期借入金 千円150,226

長期借入金 千円176,869

社債に対する被保証債務 千円684,000

計 千円1,956,695

※２ 関係会社項目 

関係会社に対する資産・負債には区分掲記されたもののほか次

のものがあります。 

※２ 関係会社項目 

関係会社に対する資産・負債には区分掲記されたもののほか次

のものがあります。 

営業未払金 千円6,163 営業未払金 千円12,201

 ３ 偶発債務 

関係会社の一部の仕入先及びリース契約に対して、次のとおり

債務保証をおこなっております。 

 ３ 偶発債務 

関係会社のリース契約に対して、次のとおり債務保証をおこな

っております。 

㈱ホルツハウス 千円15,781 ㈱ホルツハウス 千円569

（損益計算書関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、

次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれております。 

千円 5,289

※１           ───── 

 

※２ 不動産賃貸原価の内容は次のとおりであります。 

減価償却費 千円15,849

管理費 千円2,277

不動産取得税 千円11,193

その他 千円2,374

計 千円31,694

※２ 不動産賃貸原価の内容は次のとおりであります。 

減価償却費 千円42,338

管理費 千円7,407

広告費 千円4,506

その他 千円17,473

計 千円71,725

※３           ───── ※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  車両運搬具 千円14

※４           ───── ※４ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  車両運搬具 千円0

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物及び構築物 千円7,168

車両運搬具 千円137

工具、器具及備品 千円483

計 千円7,789

※５ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

車両運搬具 千円93

工具、器具及備品 千円16

計 千円110
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前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

該当事項はありません。 

（株主資本等変動計算書関係）

（リース取引関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。 

（借主側） 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

該当事項はありません。 

 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース

取引開始日が、平成20年12月31日以前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、そ

の内容は次のとおりであります。 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失

累計額相当額及び期末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 

（千円） 

減価償却 
累計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 

（千円） 

工具、器具 

及び備品 
 5,256  4,015  1,241

ソフトウェア  21,200  5,653  15,546

合計  26,456  9,668  16,787

 
取得価額
相当額 

（千円） 

減価償却 
累計額相当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円） 

工具、器具 

及び備品 
 5,256  4,891  365

ソフトウェア  21,200  9,893  11,306

合計  26,456  14,784  11,671

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産及

び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しております。 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

(2）未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 千円5,116

１年超 千円11,671

合計 千円16,787

１年内 千円4,605

１年超 千円7,066

合計 千円11,671

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産及び無形固定資産の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により算定しております。 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

(3）支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額

及び減損損失 

支払リース料 千円5,648

減価償却費相当額 千円5,648

支払リース料 千円5,116

減価償却費相当額 千円5,116

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とする定額法により

算定しております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料 

１年内 千円2,868

１年超 千円7,587

合計 千円10,455

２．オペレーティング・リース取引 

 オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経

過リース料 

１年内 千円2,868

１年超 千円4,719

合計 千円7,587

(減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。 

(減損損失について） 

 同左 
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前事業年度（平成21年12月31日） 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

当事業年度（平成22年12月31日） 

 子会社株式（貸借対照表計上額334,026千円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認めら

れることから、記載しておりません。 

（有価証券関係）

（税効果会計関係）

前事業年度 
（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

（繰延税金資産） （繰延税金資産） 

未払事業税 7,684千円

賞与引当金 2,306  
製品保証引当金 4,250  
投資有価証券 2,745  
販売用不動産 4,181  
その他 5,475  

繰延税金資産小計 26,643  

評価性引当額 △4,893  
繰延税金資産合計 21,749  

未払事業税 13,247千円

賞与引当金 1,514  
製品保証引当金 4,172  
投資有価証券 2,745  
販売用不動産 3,996  
その他 867  

繰延税金資産小計 26,545  

評価性引当額 △5,816  
繰延税金資産合計 20,728  

（繰延税金負債） （繰延税金負債） 

繰延税金負債合計 －  
繰延税金資産の純額 21,749  

繰延税金負債合計 －  
繰延税金資産の純額 20,728  

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。 

流動資産－繰延税金資産 21,221千円

固定資産－繰延税金資産 528千円

流動資産－繰延税金資産 19,549千円

固定資産－繰延税金資産 1,179千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重

要な差異があるときの当該差異の原因となった主要な項目別の内

訳 

法定実効税率 ％40.6

（調整）     

交際費等永久に損金に算入されない項目 ％0.2

住民税均等割 ％0.8

評価性引当額 ％△10.9

その他 ％△0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 ％30.5

法定実行効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の

差異が法定実効税率の100分の５以下であるため注記を省略して

おります。 
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（注）１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前事業年度（自 平成21年１月１日 至 平成21年12月31日） 

該当事項はありません。 

当事業年度（自 平成22年１月１日 至 平成22年12月31日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 24,990.30円     29,995.25円 

１株当たり当期純利益金額 4,251.36円 7,232.28円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

  

  

  

  

4,110.38円  7,193.26円 

  
前事業年度

（自 平成21年１月１日 
至 平成21年12月31日） 

当事業年度 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額            

当期純利益（千円）  165,936  295,087

普通株主に帰属しない金額（千円）            

普通株式に係る当期純利益（千円）  165,936  295,087

期中平均株式数（株）  39,031  40,801

             

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額            

当期純利益調整額（千円）  －  －

普通株式増加数（株）  1,338  221

（うち新株予約権） （1,338）       （221） 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要  

１．平成16年４月13日臨時株主総会決議

の旧商法第280条ノ20及び21ノ規定

に基づく新株予約権40個 

－ 

（重要な後発事象）
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(1）役員の異動 

① 代表取締役の異動 

  該当事項はありません。 

② その他役員の異動 

  該当事項はありません。 

(2）その他 

 該当事項はありません。 

  

６．その他
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